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1.  22年6月期の連結業績（平成21年7月1日～平成22年6月30日） 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストック・オプション（新株予約権）を付与しておりますが、平成22年６月期については、１株当たり
当期純損失であるため、記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年6月期 5,031 △0.2 37 △77.8 52 △67.6 △265 ―
21年6月期 5,040 1.1 168 107.2 160 158.8 188 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利
益率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年6月期 △54,311.19 ― △45.6 2.5 0.7
21年6月期 38,607.75 37,953.39 30.4 7.5 3.3

（参考） 持分法投資損益 22年6月期  ―百万円 21年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年6月期 2,064 449 21.8 91,941.54
21年6月期 2,150 714 33.2 146,193.44

（参考） 自己資本   22年6月期  449百万円 21年6月期  714百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年6月期 110 △40 △34 315
21年6月期 269 △115 △177 279

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年6月期 

（予想） ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年6月期の連結業績予想（平成22年7月1日～平成23年6月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間 2,414 △6.1 74 13.1 72 △3.6 28 ― 5,824.62

通期 4,828 △4.0 101 172.0 102 97.5 50 ― 10,409.97
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、42ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年6月期 4,890株 21年6月期 4,890株
② 期末自己株式数 22年6月期  ―株 21年6月期  ―株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年6月期の個別業績（平成21年7月1日～平成22年6月30日） 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストック・オプション（新株予約権）を付与しておりますが、平成22年６月期及び平成21年６月期に
ついては、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年6月期 159 △22.4 △24 ― △12 ― △297 ―
21年6月期 206 △17.1 11 △73.8 17 △55.2 △70 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年6月期 △60,907.55 ―
21年6月期 △14,465.44 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年6月期 245 87 35.5 17,841.79
21年6月期 402 384 95.5 78,690.04

（参考） 自己資本 22年6月期  87百万円 21年6月期  384百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記業績予想は、本資料の発表時点において入手可能な情報に基づき、不確定要素については仮定を置いた上で、当社にて作成したものであります。実
際の業績数値は、様々な要因により上記業績予想と異なることがあります。なお、上記予想に関する事項は、３ページ「１．経営成績(1)経営成績に関する
分析」をご参照ください。 
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当連結会計年度におけるわが国の経済は、世界的な景気悪化の影響により厳しい状況が続いており

ましたが、輸出の回復や新政権の緊急経済対策を背景に、企業収益の改善や個人消費に持ち直し傾向

が見られました。しかしながら、雇用情勢は依然として厳しく、また、ユーロ問題などで景気の先行

きは不透明な状況であります。 

当社グループを取り巻く環境は、調剤薬局事業において、平成22年４月に調剤報酬改定及び薬価基

準の見直しが実施され、薬価基準は薬価ベースで5.75％のダウンとなり、依然厳しい収益環境が続い

ております。医薬分業率に関しましては、平成22年１月現在（日本薬剤師会調べ）、営業基盤である

北海道で70.2％（前年同月68.9％。全国では62.1％（同61.0％））となっており、伸び率の鈍化傾向

が顕著となっております。 

このような環境のなか、当社グループは「質の高い健康を提案するトータルコーディネート会社」

として、調剤薬局事業、福祉事業及び不動産関連事業の各事業を展開してまいりました。これらの結

果、当連結会計年度の業績は、売上高5,031百万円（前年同期比0.2％減）、経常利益52百万円（同

67.6％減）、また、平成21年６月29日付に発行済全株式を譲渡した北日本化学株式会社への貸付金に

対する貸倒引当金繰入額142百万円及び同社の金融機関からの借入金等に対して連帯保証している保

証債務の全額143百万円をそれぞれ特別損失として計上したこと等により当期純損失265百万円（前連

結会計年度は当期純利益188百万円）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

①調剤薬局事業 

当社グループの事業基盤である調剤薬局事業は、全店舗（24店舗）を北海道内で展開しておりま

す。平成22年４月に実施された調剤報酬改定及び薬価基準の見直しの影響を受けましたが、売上面で

は、医療機関の長期投薬等による処方箋単価の増加により既存店舗の売上が好調に推移しておりま

す。しかしながら利益面では、ドミナント戦略による事業基盤の強化及び機動的な人員シフトを行う

こと等の施策によって引き続き効率運営を図るなど、あらゆる原価の見直しに注力しておりますが、

当連結会計年度中に薬価基準の改定等の影響を吸収するまでにはいたりませんでした。 

この結果、調剤薬局事業の売上高は4,773百万円（前年同期比5.1％増）、営業利益は218百万円

（同32.6％減）となりました。 

  

②福祉事業 

福祉事業は、事業者間競争が激化している状況を鑑み、引き続き自社のサービス品質の維持向上を

目標とし、入居者様及び通所者様本位の施設を目指して堅実に事業を推進してまいりましたが、求め

るスキルを備える介護職員を確保するための費用及び当該事業を管理運営強化のための人員の増加等

により、営業費用が前連結会計年度を上回っております。。この結果、売上高は234百万円（前年同

期比2.7％減）、営業損失は5百万円（前連結会計年度は営業利益11百万円）となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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③不動産関連事業 

不動産関連事業は、不動産賃貸・管理収入が主なものであり、賃貸用不動産５棟を賃貸し、売上高

は22百万円（前年同期比52.4％増）、営業利益は22百万円（同5.5％増）となりました。 

  

（次期の見通しについて） 

 当社グループの主力事業である調剤薬局事業につきましては、平成22年４月に実施された調剤報酬

改定及び薬価基準の見直し、かつジェネリック医薬品の普及による処方箋単価の減少要因等により、

これらの対処によっては当該事業の収益性に大きな影響を及ぼすことが予想されます。また、薬学部

６年制移行に伴い、いわゆる新卒薬剤師の空白期が継続するうえに、平成21年６月に施行された改正

薬事法により薬剤師の人材需要が高まる傾向にあり、薬剤師の確保に係る費用が増加するものと見込

んでおります。調剤システムの導入など調剤薬局店舗運営の一層の効率化を図ってこれらの影響を吸

収できるよう努めてまいります。 

 次期の見通しについては、当連結会計年度において、連結売上高4,828百万円（前年同期比4.0％

減）、営業利益101百万円（同172.0％増）、経常利益102百万円（同97.5％増）、当期純利益50百万

円（前連結会計年度は当期純損失265百万円）を見込んでおります。 

  

当連結会計年度末における総資産残高合計は、2,064百万円となり前連結会計年度末に比べて85百

万円の減少となりました。 

流動資産残高については、1,257百万円（前連結会計年度末比154百万円減）となりました。これは

平成21年６月29日付で発行済全株式を譲渡した北日本化学株式会社（以下、本項において「北日本」

という。）への貸付金等の債権の一部を回収したこと等により現金及び預金残高が315百万円（同35

百万円増）、営業外受取手形の回収により前連結会計年度末比70百万円の減少及び回収遅延となった

１年内回収予定の長期貸付金を長期貸付金へ振替えたことにより前連結会計年度末比127百万円の減

少となったことが主要因であります。 

固定資産残高については、806百万円（前連結会計年度末比70百万円増）となりました。これは本

店所在地に隣接する不動産物件の取得97百万円等により有形固定資産残高が673百万円（同74百万円

増）、北日本に対する貸付金の振替え（１年以内回収予定長期貸付金）による増加及び当該貸付金全

額に貸倒引当金を計上したこと等により投資その他の資産残高が105百万円（同9百万円減）となった

ことが主要因であります。 

当連結会計年度末における負債残高合計は、前連結会計年度末の1,435百万円に対し、1,615百万円

となり179百万円の増加となりました。 

 流動負債残高については、1,259百万円（前連結会計年度末比178百万円増）となりました。これは

北日本の金融機関からの借入等に対して当社が連帯保証している保証債務の全額143百万円を債務保

証損失引当金等に計上したことが主要因であります。 

当連結会計年度末における純資産合計は、449百万円（前連結会計年度末比265百万円減）となりま

した。これは当期純損失265百万円の計上となったこと等によります。 

  

(2) 財政状態に関する分析

    ①資産、負債及び純資産の状況
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当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが110百万円

の獲得、投資活動によるキャッシュ・フローが40百万円の使用、財務活動によるキャッシュ・フロー

が34百万円の使用となりました。この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は315百万

円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、110百万円（前年同期比59.0％減）となりました。主な増加要因

は、北日本化学株式会社への貸付金に対する貸倒引当金の増加額が142百万円、同社の金融機関から

の借入金に対して連帯保証している保証債務を全額会計手当したことにより債務保証損失引当金の増

加額が117百万円、減価償却費86百万円の計上であります。 

 主な減少要因は、税金等調整前当期純損失242百万円の計上であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、40百万円（前年同期比65.0％減）となりました。主な増加要因

は、北日本化学株式会社からの長期貸付金の回収による収入17百万円及び営業外受取手形の決済に伴

う短期貸付金の回収による収入70百万円であります。 

 主な減少要因は、本店所在地に隣接する不動産物件の取得等により、有形固定資産の取得による支

出120百万円であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、34百万円（前年同期比80.7％減）となりました。増加要因は、本

店所在地に隣接する不動産物件の購入資金を金融機関から調達したことにより、長期借入れによる収

入90百万円であります。 

 減少要因は、長期借入金の約定返済85百万円及びリース債務の返済による支出38百万円でありま

す。 

  

  

    ②キャッシュ・フロー
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 （注１）いずれも連結ベースの財務諸表数値により計算しております。 

（注２）平成19年６月期までの時価ベースの自己資本比率については、時価がないため記載しておりませ

ん。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。 

（注５）平成20年６月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負

債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題と捉え、業績に応じた成果の配分を行うととも

に、これを安定的に継続することを基本方針としております。また、経営成績、経営環境、事業展開及

び内部留保の充実の必要性等を総合的に勘案して配当政策を決定する方針であります。 

 当社の剰余金の配当の回数については、定時株主総会決議によって年１回もしくはこれに加えて取締

役会決議による中間配当も含めた年２回を基本的な方針としております。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として中間配当をすることができる。」

旨を定款に定めております。 

 当期は、連結及び個別財務諸表において、北日本化学株式会社への貸付金に対する貸倒引当金繰入額

142百万円及び同社の金融機関からの借入等に対して連帯保証している保証債務の全額143百万円をそれ

ぞれ特別損失に計上することとしたことから、当社の経営成績及び財務状況等を総合的に勘案し、誠に

申し訳なく存じますが、無配とさせていただくことといたしました。 

 なお、次期の配当につきましても、現在のところ無配を継続させていただきたいと考えております。

  

平成18年６月期 平成19年６月期 平成20年６月期 平成21年６月期 平成22年６月期

自己資本比率    （％） 20.0 21.4 24.4 33.2 21.8

時価ベースの自己資本比率 
          （％）

－ － 12.5 15.9 12.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率      （％）

790.0 13,122.5 － 156.7 388.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ       （倍）

4.7 0.3 － 13.7 8.8

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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事業上のリスクに関して、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項を以下に記載しております。また、事業

上のリスクとして具体化する可能性は必ずしも高くないと見られる事項及びリスク要因に該当しない事項

についても、投資家の投資判断上重要と考えられる事項については、投資家及び株主に対する情報開示の

観点から積極的に開示しております。 

当社グループは、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、その発生の予防及び発生の際の対応に

努力する方針ですが、本株式に関する投資判断は、本項目以外の記載内容もあわせて以下の記載事項を慎

重に検討の上、行われる必要があると考えられます。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。また、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスクを網羅するものではありませんのでご留意

ください。 

  

当社グループは調剤薬局事業、福祉事業を主力として事業展開を行っております。 

  

① 調剤薬局事業 

(a) 法的規制について 

ⅰ 薬価基準改定について 

  

医療業界におきましては、調剤報酬改定及び薬価基準の引下げ等、当社グループを取り巻く環境変

化は継続するものと予測しております。当社グループの調剤売上高は薬剤料と調剤技術料から形成さ

れておりますが、薬剤料及び調剤技術料共に厚生労働大臣の決定をもってその販売価格が決定されて

おります。 

今後、調剤報酬及び薬価基準のマイナス改定が実施された場合、当事業の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

ⅱ 法的規制について 

  

「薬事法」上の調剤薬局店舗の出店・運営及び各種医薬品等を販売するに当たり、各都道府県の許

可、登録、指定、免許及び届出が必要であること等、各種法律による規制を受けております。なお、

現時点においてこれら許可等について取消しや更新拒絶等の事由はありませんが、今後当社グループ

が関連する法令に違反し、またはこれらの法令が改正され当社グループの対応が遅れるなどして、取

消しや更新拒絶等の問題が生じた場合には、当事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 事業等のリスク

Ⅰ 事業運営について
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その主な内容は次のとおりであります。 

 
(注) 1．「麻薬小売業者免許」の有効期限は、免許開始日の翌年の12月31日までであります。 

2．指定期間は指定の日から３年でありますが、自動更新されます。 

3．当社グループ調剤薬局は「薬局」の開設許可及び保険薬局の指定を受けております。 

  

(b) 調剤薬局事業全体に係るリスク 

  

ⅰ 出店基準の厳格化及び他社との競合について 

  

当連結会計年度末現在、当社グループは調剤薬局24店舗を経営しておりますが、厳しい経営環境の

なか、基本的には事業拡大のために積極的な店舗展開を目指す一方、出店基準を厳格化し、立地条件

及び採算性を充分に勘案しております。 

従いまして当社グループの計画どおりに出店できない場合、事業運営に大きな影響を与える可能性

があります。 

また、新規出店した店舗周辺での他社調剤薬局との競合により、当社グループ店舗の受付患者数の

減少による処方箋応需枚数の減少の影響を受ける可能性があり、その場合にも事業計画の達成に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

ⅱ 店舗周辺の病院及び診療所（処方箋発行元）への依存度が高いことについて 

  

調剤薬局事業におきましては、店舗周辺の病院及び診療所の処方箋発行枚数への依存度が非常に高

いいわゆる門前薬局が中心であります。医療機関の移転、廃業、外来患者数の減少を要因として処方

箋発行枚数が消失あるいは著しく減少した場合、当社グループの事業計画の達成に影響を与える可能

性があります。また、病院・診療所付近の薬局が極端に少ない場合には、外来患者数の減少により店

舗の採算性が悪化した場合であっても、外来患者の利便性等の見地から撤退が容易でない場合があり

得、このような場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

許可・登録・指定・免許・届出の内容 有効期間 関連する法令 登録等の交付者

薬局開設許可 ６年 薬事法 各都道府県知事

保険薬局指定 ６年 健康保険法 各都道府県知事

麻薬小売業者免許 （注1） 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇物取締法 各都道府県知事

生活保護法指定医療機関指定 無期限 生活保護法 各都道府県知事

被爆者一般疾病医療機関指定 無期限
原子爆弾被爆者に対する援護に関する 
法律

各都道府県知事

在宅訪問薬剤管理指導届出 無期限 健康保険法 各都道府県知事

結核指定医療機関指定 無期限 結核予防法 各都道府県知事

労災保険指定薬局指定 （注2） 労働者災害補償保険法
各都道府県労働局
長

更生医療機関指定 無期限 身体障害者福祉法 各都道府県知事

高度管理医療機器等販売業届出 ６年 薬事法 各都道府県知事

管理医療機器等販売業届出 無期限 薬事法 各都道府県知事

医薬品販売業許可（卸売一般販売業） ６年 薬事法 各都道府県知事
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ⅲ 人材の確保について 

  

当社グループはサービス面の充実を図り、付加価値を高めるため幅広い顧客ニーズに対応できる知

識、経験を備えた人材を確保しております。薬剤師につきましては、グループとして効率的な店舗運

営を行う観点から新規出店の都度、既存各店舗も含めた全社ベースで最適な人員数及び配置について

再検討を行うことで、真に必要な人員数を確保する方針でありますが、薬剤師の数は限られているう

え、地方の店舗の場合には赴任希望者が少ないため、人材を確保することが困難になっていく可能性

があります。今後、必要な薬剤師数が確保出来ない場合のほか、優秀な人材確保の遅れは今後の新規

出店計画及び事業計画に支障を来す可能性があります。 

  

ⅳ 調剤過誤について 

  

調剤過誤発生を防止するため当社グループとしては、調剤過誤防止の鑑査システムの導入等鑑査体

制の充実を図るとともに研修教育による社員の業務知識の向上に努めております。また万一の場合に

備えて、グループの調剤薬局全店が「薬剤師賠償責任保険」に加入しております。 

さらに管理体制をより強化するという観点から、調剤過誤対策委員会を設置し、調剤薬局各店舗へ

の啓蒙・教育活動や事例及び対策の具体例の紹介等を実施して潜在的なリスクの減少に努めておりま

す。しかしながら調剤ミス等の発生により、将来的に損害賠償請求等の訴訟を受ける可能性があり、

この場合損害賠償金の支払や社会的信用の失墜などにより当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

ⅴ 仕入価格について 

  

医療業界共通の問題でありますが、従来は薬価基準の引下げ等が実施された場合、医薬品卸業者と

の仕入価格の交渉は妥結までに時間を要し、価格交渉が未決着のまま暫定価格での取引が長期化しが

ちでありました。当社グループとしましては、医薬品卸業者との交渉期間の短縮化、利益率の確保の

ために各店舗でほぼ共通して使用する仕入総額の大きい品目の医薬品を一括購入する等の方法により

交渉を行い仕入コストの低減を図っておりますが、価格交渉の結果によっては、今後も薬価基準の引

下げの都度、医薬品卸業者との価格交渉が難航した場合、当社グループの業績に多大な影響を及ぼす

可能性があります。 
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② 福祉事業 

  

(a) 法的規制について 

  

介護保険制度に関する法規制 

  

介護保険法は、要介護者及び要支援者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うために、平成12年４月１日よ

り施行されました。平成18年４月には改正介護保険法が施行され、介護報酬のマイナス改定、予防重

視型への転換、地域密着型サービスの創設などが行われ、大きな変化がみられました。また、平成21

年４月施行の改正介護保険法では、介護従事者の人材確保、処遇改善のため介護報酬がプラス改定さ

れました。当社グループはこの法令を厳守し介護保険施設等の運営をいたしております。万が一、法

令違反等により各都道府県等から何らかの処分を受けることとなった場合には、当事業の業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

その主な内容は次のとおりであります。 

 
また、厚生労働省令第37号では、居宅サービスにおいて従業員の資格要件及び人員数要件、管理者

及び計画作成担当者等の人員配置とそれぞれの資格要件等並びに設備などの一定要件を定めており、

これらの規定に従って事業を遂行する必要があります。 

介護報酬の基準単位もしくは一単位当たりの単価又は支給限度額は、当社グループの事業の状況に

関わりなく介護保険法及びそれに基づく政省令等により定められております。介護報酬単価の引下げ

が行われる可能性や、介護保険の自己負担部分が引上げられた場合などには、介護保険制度の新たな

利用者層の利用が抑制される可能性があります。当社グループの業績は介護保険制度の改正により強

い影響を受ける可能性があります。 

  

許可・登録・指定・免許・届出の内容 有効期間 関連する法令 登録等の交付者

介護予防認知症対応型共同生活介護 ６年 介護保険法 各市町村長

認知症対応型共同生活介護 ６年 介護保険法 各市町村長

介護予防認知症対応型通所介護 ６年 介護保険法 各市町村長

認知症対応型通所介護 ６年 介護保険法 各市町村長

居宅介護支援 ６年 介護保険法 各都道府県知事
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(b) 福祉事業部門全体に係るリスク 

  

ⅰ 競合他社について 

  

平成12年度から、介護保険制度に基づく地方自治体単位での介護サービスが開始されるなど、高齢

化社会の進展に伴い介護関連事業には、医療法人、非営利法人、異業種を含む営利法人など様々な法

人・企業が参入をしております。 

当社グループは、介護職員に対する教育研修に注力し介護サービス品質の維持向上を図ること及び

グループの調剤薬局事業との融合により、他社との差別化を図っていく所存であります。しかしなが

らこれら施策によっても充分な差別化ができず、また新規参入による施設の過剰供給に伴う行政機関

の指定見合わせ及び施設利用料等の自己負担額分の価格競争の激化等が当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

ⅱ 安全運営に関するリスク 

  

介護サービスの入居者様及び利用者様は基本的に要支援、要介護認定を受けた高齢者であり、食事

や入浴等を共有する集団生活が行われていることから入居者様の体調悪化や事故発生、食中毒・集団

感染等の危険度が相対的に高いと考えられます。 

当社グループは、充分な人員体制によって入居者様の健康管理を行っているほか、緊急時に備えて

複数の協力医療機関と連携しております。開業してから今日に至るまで当社グループが過失責任を問

われるような事故や食中毒・集団感染等を起こしたことはありませんが、万一、今後このような事態

が発生して当社グループの過失責任が問われたり、何らかの理由により当社グループの施設の評判が

損なわれた場合又は、当社グループに対する否定的風評が立った場合には、当社グループの事業計画

の達成に影響を及ぼす可能性があります。 

また、万一事故や火災等が発生し、入居者様及び利用者様の生命・身体・財産に損害が生じた場

合、不可抗力による場合を除き損害を賠償する可能性があります。その対策として当社グループとい

たしましては、入居者様及び利用者様一人一人に細心の注意を払う体制を強化しており、また、「損

害賠償責任保険」にも加入したうえで運営を行っております。 

  

ⅲ 人員の確保について 

  

介護保険法の人員設置基準により管理者、計画作成担当者、介護従事者の確保が必要となります。

しかしながら必要な知識、経験を備える人材の数は限られている一方で介護業界の拡大及び法改正に

伴い有資格者や優秀な人材に対する需要が高まっていることから人材の確保が難しくなりつつありま

す。離職により人員設置基準を充足しなくなった場合や上記基準の変更により必要な人員補充ができ

ない場合及び人員配置の基準を満たせなくなった場合には、現在提供している介護保険法上のサービ

スが提供できなくなり、さらに人員採用のためのコスト増が当社グループの予想を上回ることとなる

ことも考えられ、これらの場合には当社グループの事業計画達成に影響を及ぼす可能性があります。
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③ 事業における共通のリスク 

  

(a) 消費税等の影響について 

  

医療業界において、共通の要因であります消費税等に関しまして、調剤薬局における売上の大部分

が非課税取引となります。しかしながら医薬品等の仕入は課税取引に該当し、その仕入に際して支払

った消費税は消費税法の規定により、当該運営会社（当社グループ会社）で負担する（経費処理す

る）ことになっております。また、これは福祉事業においても同様であります。 

過去の消費税の導入時及び消費税率改定時には、消費税率の上昇分が薬価基準の改正において考慮

されておりました。しかしながら今後、消費税率が改定され薬価基準がその消費税率の変動率に連動

しなかった場合には、当社グループの事業計画の達成に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(b) 個人情報について 

  

当社グループの主要な事業であります調剤薬局事業、福祉事業においては、患者様、入居者様等の

病歴及び薬歴等の個人情報を取り扱っております。また通信販売におきましては購入者等の情報が蓄

積されております。当社グループとしましては、患者様、入居者様等、お客様の個人情報について充

分な管理体制を構築しておりますが、これらの個人情報が漏洩した場合には、住所、氏名等の一般的

な個人情報の漏洩の場合と比較してより多額の賠償責任が生じる可能性があります。また、個人情報

保護法に関しては、平成17年４月１日より全面施行され、さらに調剤薬局におきましては個人情報を

扱う当社グループの従業員は、その多くが薬剤師であり、薬剤師には重い守秘義務が法律上課せられ

ております（刑法第134条第１項、注）。 

当社グループでは、個人情報保護のため個人情報管理体制の構築と見直し及び従業員教育を行い、

個人情報の取扱いには厳格な対応を行っております。しかしながら、万一個人情報の漏洩があった場

合には、多額の賠償金の支払い、行政処分等を受け、さらに既存顧客の信用及び社会的信用の低下等

により当社グループの業績等が多大な影響を受ける可能性があります。 

(注) 刑法 第134条第1項（秘密漏示） 

医師、薬剤師、医薬品販売業者、助産師、弁護士、弁護人、公証人又はこれらの職にあった者が、

正当な理由がないのに、その業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしたときは、

六月以下の懲役又は十万円以下の罰金に処する。 
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新株予約権の発行による影響 

  

当社及び当社グループ各社の役員及び従業員の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高め、長期的

な業績向上を目的とし、株主を重視した経営を推進することを狙いとして、平成14年６月19日開催の臨

時株主総会特別決議、平成16年９月30日開催の定時株主総会特別決議及び平成18年４月26日開催の臨時

株主総会特別決議により、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

の発行を実施しております。これらの新株予約権の潜在株式は670株であり、発行済株式数4,890株の

13.7％に相当しております。これら新株予約権の行使により当社の１株当たりの株式価値が希薄化する

可能性があります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 財務に関する事項

(新株予約権の発行） (平成22年６月30日現在)

特別決議日 平成14年６月19日 平成16年９月30日 平成18年４月26日

株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

新株発行予定残数 520 株 40 株 110 株

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等

－13－
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最近の有価証券報告書（平成21年９月25日提出）における「事業系統図」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

当社グループは、「質の高い健康を提案するトータルコーディネート会社」を理念に掲げ、ヘルスケ

ア分野を事業ドメインとして事業展開しております。具体的には、調剤薬局事業、福祉事業、不動産関

連事業の３事業を展開しております。 

 主力事業である調剤薬局事業において、調剤薬局店舗は地域の「かかりつけ薬局」として機能するよ

う医薬品及び関連情報を提供することによって患者様の健康を支えることに留まらず、福祉事業を通じ

て入居者様及び通所者様へ介護サービスをご提供するなど、身体の健康と心の健康の両方をサポートし

地域医療の充実に貢献することが社会的使命であると認識しております。当社グループが手懸けるこれ

ら事業によってシナジーを獲得することで、当社独自の付加価値の高いサービスのご提供を行ってまい

ります。 

資本効率を向上させることで経営の安定性を向上させ、また企業価値を高めることが重要であると認

識しております。 

 具体的には、当社グループは自己資本利益率（ＲＯＥ）15％の達成を当面の目標としております。調

剤薬局の出店をはじめ設備投資実施の際など、採算性、投資効率を常に意識しこれらを充分に考慮した

うえで意思決定することとしております。 

当社グループの事業のうち、特に調剤薬局事業、福祉事業がそれぞれ収益性を有するだけでなく、さ

らに相互に連携することで付加価値の高いサービスを提供することにより、他社との差別化を図り経営

の安定性と成長性を追求することを目指しております。調剤薬局事業及び福祉事業を連携させることに

より、健康をトータルにコーディネートできる企業グループとなることを目指しております。 

【調剤薬局事業】 

 当社グループの主力事業として、また強固な事業基盤としての調剤薬局事業は、薬価基準の引き下げ

の影響等は充分に考慮していく必要がありますが、北海道におけるドミナント戦略をもとにした薬剤仕

入面における工夫、店舗間シフト及び新型機器導入による効率的人員配置等で既存店の収益性を維持し

ながら、採算性を吟味した新規出店を安定的に行う方針であります。また、福祉事業との融合によるサ

ービスの一層の付加価値向上に注力してまいります。 

 また、ジェネリック医薬品の扱いにおいても複数の仕入先と契約を締結しており、ジェネリック医薬

品の普及の進展にも対処できる体制を構築しております。 

【福祉事業】 

 福祉事業は、既存施設のサービス品質の向上及び採算性の向上に注力するとともに調剤薬局事業との

連携を強化して、調剤薬局をバックボーンとする福祉サービスを推進することで同業他社との一層の差

別化を図ってまいります。新規施設の開設及び当社グループがまだ進出していない新たな介護サービス

2. 企業集団の状況

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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への進出については、継続して介護保険制度の動向を見極める必要があるものと考えており、今後も

充分に検討を重ねていく方針です。 

調剤薬局業界においては、医薬分業の進展に伴い競合が激化しているほか、これまで２年毎に行われて

きた調剤報酬及び薬価の改定に伴い、一般に薬局の収益性は低下傾向にあると言えます。さらに、近時は

ジェネリック医薬品の普及促進や平成21年６月施行の改正薬事法により医薬品の販売体制が見直されるな

ど、医療費の抑制政策が積極的に推進されております。 

 当社グループの薬局店舗においては、サービスレベルの一層の向上等によってより多くの処方箋獲得を

図るとともに、店舗人員配置を常に見直しながら諸経費の節減に努めることなどにより環境の変化に対し

て柔軟に対応し、収益性の維持向上を図ってまいります。 

 また、調剤薬局事業・福祉事業ともにスタッフの研修・教育に引き続き注力することでサービス品質の

維持向上を図り、また当社薬剤師が当社のグループホームの入居者様に薬についての相談や指導を行うな

ど、薬局と福祉を融合させることで真に高齢者の側に立った調剤方法の検討や管理を行うとともに、これ

をバックボーンとして他社以上に安心感のある福祉サービスの提供を実現していく所存であります。既存

店においても新規出店の際にも、この融合化についての視点に留意した店舗運営及びサービス提供を図

り、両事業の融合をより従来以上の高付加価値サービスの実現を目指してまいります。 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 279,387 315,208

受取手形及び売掛金 719,340 705,752

商品 174,013 202,766

原材料 143 5,753

繰延税金資産 5,094 920

営業外受取手形 70,825 －

1年内回収予定の長期貸付金 127,701 －

その他 43,461 34,582

貸倒引当金 △7,201 △7,058

流動資産合計 1,412,765 1,257,926

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※1  496,088 ※1  510,642

減価償却累計額 △184,960 △209,121

減損損失累計額 △19,098 △19,098

建物及び構築物（純額） 292,028 282,423

機械装置及び運搬具 2,611 3,099

減価償却累計額 △1,960 △2,398

機械装置及び運搬具（純額） 650 701

工具、器具及び備品 59,506 69,083

減価償却累計額 △34,921 △45,337

減損損失累計額 △187 △187

工具、器具及び備品（純額） 24,396 23,558

リース資産 133,894 158,533

減価償却累計額 △34,798 △67,944

減損損失累計額 △1,375 －

リース資産（純額） 97,720 90,588

土地 ※1  183,945 ※1  276,170

有形固定資産合計 598,743 673,441

無形固定資産   

その他 22,874 27,873

無形固定資産合計 22,874 27,873

投資その他の資産   

投資有価証券 954 2,040

長期貸付金 116,473 226,709

繰延税金資産 13,705 9,926

敷金及び保証金 58,362 56,752

その他 10,158 36,800

貸倒引当金 △84,458 △226,709

投資その他の資産合計 115,195 105,520

固定資産合計 736,813 806,834

繰延資産   

株式交付費 742 106

繰延資産合計 742 106

資産合計 2,150,321 2,064,866
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 866,666 939,817

1年内返済予定の長期借入金 ※1  78,426 ※1  81,599

債務保証損失引当金 － 117,184

リース債務 36,746 37,032

未払金 29,719 54,317

未払法人税等 45,974 2,979

その他 23,526 26,152

流動負債合計 1,081,059 1,259,084

固定負債   

長期借入金 ※1  234,273 ※1  235,184

リース債務 72,341 74,903

繰延税金負債 － 196

その他 ※1  47,760 ※1  45,903

固定負債合計 354,376 356,187

負債合計 1,435,435 1,615,272

純資産の部   

株主資本   

資本金 282,117 282,117

資本剰余金 178,617 178,617

利益剰余金 254,151 △11,429

株主資本合計 714,885 449,304

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － 289

評価・換算差額等合計 － 289

純資産合計 714,885 449,594

負債純資産合計 2,150,321 2,064,866
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 5,040,528 5,031,183

売上原価 4,560,810 4,746,117

売上総利益 479,718 285,066

販売費及び一般管理費   

役員報酬 101,524 88,002

給料 50,415 43,989

のれん償却額 8,419 －

その他 ※1  151,124 115,658

販売費及び一般管理費合計 311,482 247,649

営業利益 168,235 37,416

営業外収益   

受取利息及び配当金 549 12,249

助成金収入 5,348 10,711

受取地代家賃 3,925 3,800

受取保険料 5,031 960

その他 1,547 1,134

営業外収益合計 16,402 28,857

営業外費用   

支払利息 19,712 12,519

株式交付費償却 636 636

手形売却損 1,460 －

その他 2,310 1,071

営業外費用合計 24,119 14,227

経常利益 160,518 52,046

特別利益   

固定資産売却益 ※2  613 －

投資有価証券売却益 999 －

関係会社株式売却益 192,450 －

貸倒引当金戻入額 253 142

特別利益合計 194,317 142

特別損失   

前期損益修正損 － ※3  3,469

固定資産除却損 ※4  1,287 ※4  188

固定資産売却損 ※5  14,350 ※5  377

減損損失 ※6  600 ※6  300

投資有価証券評価損 1,519 －

たな卸資産廃棄損 5,818 4,619

債務保証損失 － 25,826

債務保証損失引当金繰入額 － 117,184

貸倒引当金繰入額 70,512 142,251

特別損失合計 94,088 294,218

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

260,747 △242,029

法人税、住民税及び事業税 59,458 15,599

法人税等調整額 13,191 7,952

法人税等合計 72,650 23,552

当期純利益又は当期純損失（△） 188,096 △265,581
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 276,617 282,117

当期変動額   

新株の発行 5,500 －

当期変動額合計 5,500 －

当期末残高 282,117 282,117

資本剰余金   

前期末残高 178,617 178,617

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 178,617 178,617

利益剰余金   

前期末残高 66,054 254,151

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 188,096 △265,581

当期変動額合計 188,096 △265,581

当期末残高 254,151 △11,429

株主資本合計   

前期末残高 521,288 714,885

当期変動額   

新株の発行 5,500 －

当期純利益又は当期純損失（△） 188,096 △265,581

当期変動額合計 193,596 △265,581

当期末残高 714,885 449,304

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △353 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 353 289

当期変動額合計 353 289

当期末残高 － 289

純資産合計   

前期末残高 520,935 714,885

当期変動額   

新株の発行 5,500 －

当期純利益又は当期純損失（△） 188,096 △265,581

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 353 289

当期変動額合計 193,950 △265,291

当期末残高 714,885 449,594
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

260,747 △242,029

減価償却費 136,258 86,339

のれん償却額 8,419 －

減損損失 600 300

債務保証損失 － 25,826

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － 117,184

貸倒引当金の増減額（△は減少） 70,259 142,108

受取利息及び受取配当金 △549 △12,249

支払利息 19,712 12,519

投資有価証券評価損益（△は益） 1,519 －

投資有価証券売却損益（△は益） △999 －

関係会社株式売却損益（△は益） △192,450 －

株式交付費償却 636 636

有形固定資産売却損益（△は益） 13,736 377

有形固定資産除却損 1,287 188

たな卸資産廃棄損 5,818 4,619

未収消費税等の増減額（△は増加） △3,838 3,657

その他の資産の増減額（△は増加） △71,729 △3,771

売上債権の増減額（△は増加） 57,978 13,587

たな卸資産の増減額（△は増加） △62,785 △38,982

仕入債務の増減額（△は減少） △548 73,151

未払金の増減額（△は減少） 6,821 △1,551

長期前払費用の増減額（△は増加） △2,530 453

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,845 629

その他の負債の増減額（△は減少） 39,350 2,516

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 41,605 △1,857

小計 325,473 183,654

利息及び配当金の受取額 549 12,249

利息の支払額 △19,570 △12,527

法人税等の支払額 △37,276 △72,902

営業活動によるキャッシュ・フロー 269,176 110,473
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △97,609 △120,649

有形固定資産の売却による収入 6,157 1,477

無形固定資産の取得による支出 △5,054 △3,995

投資有価証券の取得による支出 △603 △600

投資有価証券の売却による収入 1,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

※2  △3,842 －

短期貸付金の回収による収入 － 70,825

長期貸付金の回収による収入 － 17,465

投資その他の資産の増減額（△は増加） △15,715 △5,003

投資活動によるキャッシュ・フロー △115,666 △40,481

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 90,000

長期借入金の返済による支出 △102,380 △85,916

社債の償還による支出 △25,000 －

株式の発行による収入 5,500 －

配当金の支払額 △4 －

リース債務の返済による支出 △55,287 △38,254

財務活動によるキャッシュ・フロー △177,171 △34,171

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △23,661 35,821

現金及び現金同等物の期首残高 303,049 279,387

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  279,387 ※1  315,208
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該当事項はありません。 

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１ 連結の範囲に関する

事項

（１）連結子会社の数  ２社

株式会社オストジャパン

有限会社ファーマコリサーチ

 前連結会計年度まで連結子会

社でありました北日本化学株式

会社は平成21年６月29日付で、

全株式を譲渡したことにより連

結子会社でなくなりました。

 

（１）連結子会社の数  ２社

株式会社オストジャパン

有限会社ファーマコリサーチ

（２）主要な非連結子会社の名称等

当社はすべての子会社を連結し

ており、非連結子会社はありませ

ん。

（２）主要な非連結子会社の名称等

同左

２ 持分法の適用に関す

る事項

該当事項はありません。 同左

３ 連結子会社の事業年

度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致しておりま

す。

同左

４ 会計処理基準に関す

る事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。

（１）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法を採

用しております。

 

時価のないもの

同左

②たな卸資産

当社グループは主として移動

平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日公表分）を適用して

おります。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利

益は、それぞれ5,965千円減少し

ております。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。

②たな卸資産

当社グループは主として移動

平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

（２）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産（リース資産を

除く）

建物（附属設備を除く）

(a)平成19年３月31日以前に取

得したもの

法人税法に規定する旧定額

法

(b)平成19年４月１日以降に取

得したもの

法人税法に規定する定額法

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産（リース資産を

除く）

建物（附属設備を除く）

(a)平成19年３月31日以前に取

得したもの

同左

(b)平成19年４月１日以降に取

得したもの

同左

建物（附属設備を除く）以外

(a) 平成19年３月31日以前に

取得したもの

法人税法に規定する旧定率

法

(b)平成19年４月１日以降に取

得したもの

法人税法に規定する定率法

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物及び構築物  15～34年

機械装置及び運搬具 4～10年

工具、器具及び備品 2～6年

建物（附属設備を除く）以外

(a) 平成19年３月31日以前に

取得したもの

同左 

 

(b)平成19年４月１日以降に取

得したもの

同左

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物及び構築物  15～34年

機械装置及び運搬具  2～4年

工具、器具及び備品 2～6年

（追加情報）

法人税法の改正（所得税法等の一部

を改正する法律 平成20年４月30日

法律第23号）に伴い、法定耐用年数及

び資産区分が見直されました。これを

契機に当社グループの機械装置につい

て耐用年数を再検証したところ、従来

の4～9年より4～10年が実態に即してい

ると判断いたしました。これにより、

当連結会計年度より4～10年に変更して

おります。 

 この変更に伴う損益への影響は軽微

であります。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

②無形固定資産（リース資産を

除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採
用しております。

②無形固定資産（リース資産を

除く）

同左

 

  

 

 

③リース資産

同左

（３）重要な繰延資産の処理方法

株式交付費は、３年間で均等償

却しております。

開発費は、５年以内均等額以上

を償却しております。

（３）重要な繰延資産の処理方法

株式交付費は、３年間で均等償

却しております。

（４）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

（４）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

――― ②債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるた

め、被保証者の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上してお

ります。

（５）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

なお、控除不能消費税等は、発生

事業年度の期間費用としておりま

す。但し、固定資産に係る控除対

象外消費税等は、投資その他の資

産の「その他」に計上し、法人税

法の規定により均等償却を行って

おります。

（５）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

－24－

株式会社オストジャパングループ（2757）平成22年６月期決算短信



 
  

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

６ のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項

のれんの償却については、５年間の

均等償却を行っております。

―――

７ 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動については僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

（リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６

月17日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準第13

号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平

成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リースのうち、リ

ース取引開始日が平成20年６月30日以前のものについて

は、期首に前連結会計年度末における未経過リース料期

末残高相当額（利息相当額控除後）を取得価額として取

得したものとしてリース資産に計上する方法によってお

ります。 

 これにより、売上総利益が5,369千円、営業利益が

5,160千円それぞれ増加し、経常利益及び税金等調整前

当期純利益が2,132千円それぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

―――
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

（連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会

計年度において、「たな卸資産」として掲記されてい

たものは、当連結会計年度から「商品」、「原材料」

に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「たな卸資産」に含まれる「商品」、「原材料」はそ

れぞれ166,887千円、16,472千円であります。また、

「仕掛品」として18,061千円も含まれております。

―――

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年６月30日)

当連結会計年度 
(平成22年６月30日)

 

※１．担保に供している資産及び担保権によって担保さ

れている債務は次のとおりであります。

 

建物及び構築物 200,629千円

土     地 121,182千円

   計 321,812千円

１年以内返済予定長期借入金 44,692千円

長期借入金 167,406千円

預り敷金及び保証金 38,605千円

   計 250,704千円

 
 

※１．担保に供している資産及び担保権によって担保さ

れている債務は次のとおりであります。

 

建物及び構築物 200,071千円

土     地 213,406千円

  計 413,478千円

１年以内返済予定長期借入金 51,395千円

長期借入金 198,521千円

預り敷金及び保証金 36,748千円

  計 286,664千円

 

 

 ２．偶発債務

  債務保証

   次の会社について、金融機関からの借入等に対し

債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

北日本化学㈱ 219,481

手形割引、
借入債務及
びリース料
未払債務

 ２．偶発債務

  債務保証

   北日本化学㈱の金融機関からの借入117,184千円

について債務保証を行っておりますが、これについ

ては全額、債務保証損失引当金を計上しておりま

す。
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前連結会計年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 普通株式の発行済株式総数の増加110株は、ストック・オプション（新株予約権）の行使による増加でありま

す。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

※１．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は

20,531千円であります。

 

―――

 

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 613千円

 
 

―――       

―――       ※３．前期損益修正損の主な内容は前期の消費税の修正

による損失であります。

 

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 278千円

工具、器具及び備品 57千円

リース資産 951千円

    計 1,287千円

 

 

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 188千円

 

 

※５．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 2,826千円

土地 11,523千円

    計 14,350千円

 

 

※５．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 377千円

※６．減損損失はゴルフ会員権であります。

 

※６．減損損失はゴルフ会員権であります。

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度末 
株式数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

 普通株式(注) 4,780 110 － 4,890

合計 4,780 110 － 4,890

自己株式

 普通株式 － － － －

合計 － － － －
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末 
株式数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

 普通株式 4,890 － － 4,890

合計 4,890 － － 4,890

自己株式

 普通株式 － － － －

合計 － － － －
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 279,387千円

現金及び現金同等物 279,387千円

 
 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 315,208千円

現金及び現金同等物 315,208千円

 

※２．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の売却により北日本化学株式会社が連結子会

社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の

内訳並びに北日本化学株式会社株式の売却価額と売

却による支出は次のとおりであります。

（千円）

 流動資産 102,569

 固定資産 254,170

 流動負債 △100,705

 固定負債 △448,484

 株式売却益 192,450

 北日本化学株式会社株式の 
 売却価額

－

 北日本化学株式会社 
 現金及び現金同等物

△3,842

 差引：売却による支出 △3,842

―――
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前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、業種業態に照らし区分を行っております。 

２ 各区分に属する主な内容は、次のとおりであります。 

(1) 調剤薬局事業……………調剤薬局の経営  

(2) 福祉事業…………………福祉施設の経営 

(3) 研究開発事業……………化粧品の開発製造及び健康食品等原料製造を含む受託研究 

(4) 不動産関連事業…………不動産賃貸・管理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（194,100千円）の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（318,863千円）の主なものは、親会社での貸付金及び

管理部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及び繰延資産（開発費）と同費用に係る償却額が含まれており

ます。 

６ 会計方針の変更  

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (1) ②に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、研究開発事業で5,965千円減少しております。 

 （リース取引に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号 平成19年３月30日）を適用しております。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比べて、営業利益が、調剤薬局事業で3,896千円、福祉事業で386千円及び研究開発

事業で1,086千円それぞれ増加し、消去及び全社で208千円減少しております。 

 （有形固定資産の耐用年数の変更） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (2) ①に記載のとおり、法人税法の改正（法律第

23号 平成20年４月30日）に伴い、法定耐用年数及び資産区分が見直されました。これを契機に当社グルー

プの機械装置について耐用年数を再検証したところ、従来の４～９年より４～10年が実態に即していると判

断いたしました。これにより、当連結会計年度より４～10年に変更しております。この変更は、研究開発事

業の営業利益に影響を与えますが、軽微であります。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

調剤薬局 
事業 

（千円）

福祉事業
（千円）

研究開発
事業 

（千円）

不動産
関連事業 
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社 

（千円）

連結
（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

4,540,982 241,269 243,586 14,689 5,040,528 － 5,040,528

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

2,278 － △323 13,308 15,262 (15,262) －

計 4,543,261 241,269 243,262 27,997 5,055,791 (15,262) 5,040,528

  営業費用 4,219,981 229,282 222,223 6,704 4,678,192 194,100 4,872,293

  営業利益 323,279 11,987 21,038 21,293 377,599 (209,363) 168,235

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的 
  支出

  資産 1,443,940 221,942 － 165,574 1,831,457 318,863 2,150,321

  減価償却費 60,134 8,840 56,551 5,431 130,957 4,970 135,928

  減損損失 － － － － － 600 600

  資本的支出 72,807 4,259 10,945 67,618 155,630 (6,381) 149,249
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当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、業種業態に照らし区分を行っております。 

２ 各区分に属する主な内容は、次のとおりであります。 

(1) 調剤薬局事業……………調剤薬局の経営  

(2) 福祉事業…………………福祉施設の経営 

(3) 不動産関連事業…………不動産賃貸・管理業務等 

３ 追加情報 

前連結会計年度まで研究開発事業を行っていた北日本化学株式会社は平成21年６月29日付で発行済全株式

を譲渡いたしましたので、当社グループ会社ではなくなり、当連結会計年度より調剤薬局事業、福祉事業

及び不動産関連事業の３事業区分としております。 

なお、北日本化学株式会社が連結除外になったことに伴う他の事業セグメントに与える影響はありませ

ん。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（184,331千円）の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 

５ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（183,048千円）の主なものは、親会社での貸付金及び

管理部門に係る資産等であります。 

６ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在

外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

調剤薬局 
事業 

（千円）

福祉事業
（千円）

不動産
関連事業 
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社 

（千円）

連結
（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

4,773,861 234,638 22,383 5,030,883 300 5,031,183

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

139 － 13,308 13,447 (13,447) －

計 4,774,001 234,638 35,691 5,044,331 (13,147) 5,031,183

  営業費用 4,555,954 240,248 13,232 4,809,435 184,331 4,993,766

  営業利益又は 
  営業損失（△）

218,046 △5,609 22,459 234,895 (197,478) 37,416

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的 
  支出

  資産 1,408,639 222,417 250,761 1,881,818 183,048 2,064,866

  減価償却費 67,095 7,638 7,657 82,391 3,948 86,339

  減損損失 － － － － 300 300

  資本的支出 59,108 7,968 98,025 165,102 3,458 168,560

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

  （追加情報） 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月

17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18

年10月17日）を適用しております。 

 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等 

 
(注) 上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 株式会社オストジャパンの金融機関等の債務に対し、債務保証をしております。なお、金融機関等の

債務保証金額は北海道信用保証協会の保証付銀行借入残高24,406千円に対して村上 睦と岡 比佐志

が連帯して債務保証しております。 

(注２) 当社グループ各社は、役員から金融機関に対する債務保証に伴う保証を受けるに際して、保証料の支

払をしておりません。 

  

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① リース資産の内容

  有形固定資産

主として、調剤薬局事業における調剤機器（工

具、器具及び備品）であります。

 ② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年内 2,510千円

１年超 4,097千円

 合計 6,608千円

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① リース資産の内容

  有形固定資産

同左

 ② リース資産の減価償却の方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年内 3,194千円

１年超 6,257千円

合計 9,451千円

(関連当事者情報)

種類
会社等の 
名称又 

は氏名

所在地
資本金 

又は出資金 

（千円）

事業の内容 

又は職業

議決権等の 
所有（被所有） 

割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容
取 引 
金 額 

（千円）

科 目
期末残高 

（千円）

役 

員
村上 睦 ― ―

当  社 

代表取締役社長

（被所有） 

直接 28.5

金融機関に対する債

務被保証（注１）

金融機関に対

する債務被保

証（注１）

24,406 ― ―

重 

要 
な 

子 

会 

社 

の 

役 

員

岡 比佐志 ― ―

株式会社 

オストジャパン 

代表取締役

（被所有） 

直接 0.4

金融機関に対する債

務被保証（注１）

金融機関に対

する債務被保

証（注１）

24,406 ― ―
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当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等 

 
(注) 上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 株式会社オストジャパンの金融機関等の債務に対し、債務保証をしております。なお、金融機関等の

債務保証金額は北海道信用保証協会の保証付銀行借入残高13,531千円に対して村上 睦と岡 比佐志

が連帯して債務保証しております。 

(注２) 当社グループ各社は、役員から金融機関に対する債務保証に伴う保証を受けるに際して、保証料の支

払をしておりません。 

  

種類

会社等の 

名称又 

は氏名

所在地

資本金 

又は出資金 

（千円）

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

所有（被所有） 

割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容

取 引 

金 額 

（千円）

科 目
期末残高 

（千円）

役 

員
村上 睦 ― ―

当  社 

代表取締役社長

（被所有） 

直接 28.5

金融機関に対する債

務被保証（注１）

金融機関に対

する債務被保

証（注１）

13,531 ― ―

重 

要 

な 

子 

会 

社 

の 

役 

員

岡 比佐志 ― ―

株式会社 

オストジャパン 

代表取締役

（被所有） 

直接 0.4

金融機関に対する債

務被保証（注１）

金融機関に対

する債務被保

証（注１）

13,531 ― ―
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成21年６月30日)

当連結会計年度 
(平成22年６月30日)

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）

  未払事業税 3,941千円

  減価償却費 1,193千円

    計 5,134千円

  評価性引当額 △39千円

  繰延税金資産（流動）計 5,094千円

繰延税金資産（固定）

  減価償却費 2,809千円

  減損損失 11,930千円

  投資有価証券評価損 613千円

  連結会社間内部利益消去 2千円

  貸倒引当金 34,089千円

  税務上の繰越欠損金 32,744千円

  その他 639千円

    小計 82,830千円

  評価性引当額 △67,594千円

  繰延税金資産（固定）計 15,236千円

繰延税金負債（固定）

  土地評価益 1,531千円

  繰延税金負債（固定）計 1,531千円

繰延税金資産（固定）の純額 13,705千円

 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）

 未払事業税 367千円

 減価償却費 890千円

   計 1,258千円

 評価性引当額 △337千円

 繰延税金資産（流動）計 920千円

繰延税金資産（固定）

 減価償却費 2,265千円

 減損損失 10,070千円

 投資有価証券評価損 981千円

 連結会社間内部利益消去 1千円

 貸倒引当金 91,590千円

 税務上の繰越欠損金 35,233千円

 債務保証損失引当金繰入額 47,342千円

 債務保証損失 10,433千円

   小計 197,920千円

 評価性引当額 △185,389千円

 繰延税金資産（固定）計 12,531千円

繰延税金負債（固定）

 土地評価益 1,531千円

 その他有価証券評価差額金 196千円

 その他 1,073千円

 繰延税金負債（固定）計 2,801千円

繰延税金資産（固定）の純額 9,926千円

繰延税金負債（固定）の純額 196千円

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある場合

法定実効税率 40.4％

（調整）

連結子会社の当期純損失 10.9

関係会社株式売却益 △29.8

のれん償却 1.3

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

2.8

住民税均等割等 1.3

連結子会社軽減税率 △0.9

その他 1.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.9％

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある場合

 当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上し

ておりますので、記載を省略しております。
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当連結会計年度(自  平成21年７月１日  至  平成22年６月30日) 

(追加情報) 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用してお

ります。 

１  金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。一

時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用しております。また、デリバティブ取引は、現在のとこ

ろ行わない方針であります。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

受取手形及び売掛金の大部分は、調剤薬局事業における調剤報酬を国民健康保険団体連合会、社会保

険診療報酬支払基金等の保険者に請求した金額であり、その保険者に対する信用リスクは僅少であると

考えております。また、投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクにさらされており

ますが、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

長期貸付金は、平成21年6月29日に発行済全株式を譲渡した北日本化学株式会社に対するものであり

ますが、その全額に対し貸倒引当金を計上しております。また、敷金及び保証金は、店舗等の出店に伴

う賃貸借契約に基づくものであり、契約先の信用リスクにさらされておりますが、契約先ごとに取引開

始時に適宜信用調査を行うとともに、期日及び残高を管理しております。 

支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。また、長期借入金及びリ

ース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。長期借

入金は固定金利での調達を基本としております。償還日は決算日後、最長で７年９ヶ月後であります。

資金調達に係る流動性リスクの管理に関しては、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

  

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

(金融商品関係)
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２  金融商品の時価等に関する事項 

平成22年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注

２)を参照ください。)。 
  (単位：千円) 

 
(※１)  長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※２)  １年内返済予定額を含んでおります。 

  

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

  

(3) 投資有価証券 

市場性のある株式は取引所の価格によっております。 

  

(4) 長期貸付金 

貸倒懸念債権であるため、回収可能性を勘案し帳簿価額と時価をゼロとしております。 

  

(5) 敷金及び保証金 

主に定期借地権等の契約がある敷金及び保証金であり、これらの時価は合理的と考えられる割引率を

用いて算定しております。 

  

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 315,208 315,208 ―

(2) 受取手形及び売掛金 705,752 705,752 ―

(3) 投資有価証券 2,040 2,040 ―

(4) 長期貸付金 226,709

  貸倒引当金（※１） △226,709

― ― ―

(5) 敷金及び保証金 23,313 18,321 △4,992

資産計 1,044,275 1,039,282 △4,992

(1) 支払手形及び買掛金 939,817 939,817 ―

(2) 長期借入金（※２） 316,783 323,741 6,957

(3) リース債務（※２） 111,936 113,669 1,732

負債計 1,368,538 1,377,228 8,690
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負  債 

(1) 支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

  

(2) 長期借入金、並びに(3)リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
  (単位：千円) 

 
上記については、店舗の敷金及び保証金であり、退店時期が過去の実績などから合理的に見積もるこ

とが出来ず、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表には含めておりません。 

  

(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額 
 (単位：千円) 

 
  

(注４)長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 
 (単位：千円) 

 
  

区分 連結貸借対照表計上額

敷金及び保証金 33,439

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

現金及び預金 315,208 ― ― ―

受取手形及び売掛金 705,752 ― ― ―

合計 1,020,961 ― ― ―

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

長期借入金 81,599 170,969 64,214 ―

リース債務 37,032 74,903 ― ―

合計 118,632 245,873 64,214 ―

－37－

株式会社オストジャパングループ（2757）平成22年６月期決算短信



前連結会計年度（平成21年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投

資有価証券評価損1,519千円を計上しております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理

を行い、30～50％程度の下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

 
  

当連結会計年度（平成22年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行

い、30～50％程度の下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。 

  

(有価証券関係)

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額 

（千円）
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

（１）株式 － － －

（２）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

（１）株式 954 954 －

（２）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 － － －

小計 954 954 －

合計 954 954 －

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

1,000 999   －

種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

（１）株式 2,040 1,554 486

（２）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 － － －

小計 2,040 1,554 486

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

（１）株式 － － －

（２）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 － － －

小計 － － －

合計 2,040 1,554 486
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前連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

 
  

前連結会計年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
(注) 株式数に換算して記載しております。 

  

(デリバティブ取引関係)

(退職給付関係)

前連結会計年度 
(平成21年６月30日)

当連結会計年度 
(平成22年６月30日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、中小企業退職金共済制度を採用

しております。

 

１．採用している退職給付制度の概要

同左

２．退職給付費用に関する事項

中小企業退職金共済への掛金拠出額

12,465千円

２．退職給付費用に関する事項

中小企業退職金共済への掛金拠出額

11,494千円

(ストック・オプション等関係)

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 
（名）

当社取締役４ 当社取締役１ 当社取締役４
当社連結子会社取締役１ 当社連結子会社取締役１ 当社連結子会社取締役６

当社監査役１ 当社従業員５

当社連結子会社従業員１ 当社連結子会社従業員41

ストック・オプション数 
（株）(注)

普通株式 1,825 普通株式 40 普通株式 217

付与日 平成14年６月19日 平成16年９月30日 平成18年４月26日

権利確定条件

付与日（平成14年６月19
日）以降、権利確定日（平
成16年７月１日）まで継続
して勤務していること。

付与日（平成16年９月30
日）以降、権利確定日（平
成18年10月１日）まで継続
して勤務していること。

付与日（平成18年４月26
日）以降、権利確定日（平
成20年５月１日）まで継続
して勤務していること。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

同左 同左

権利行使期間
自 平成16年７月１日
至 平成24年５月31日

自 平成18年10月１日
至 平成26年９月29日

自 平成20年５月１日
至 平成28年３月31日
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成21年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 
②単価情報 

 
  

当連結会計年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
(注) 株式数に換算して記載しております。 

  

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

権利確定前      (株)

 前連結会計年度末 － － －

 付与 － － －

 失効 － － －

 権利確定 － － －

 未確定残 － － －

権利確定後      (株)

 前連結会計年度末 685 40 196

 権利確定 － － －

 権利行使 110 － －

 失効 55 － 62

 未行使残 520 40 134

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

権利行使価格     (円) 50,000 98,000 192,000

行使時平均株価    (円) 56,000 － －

公正な評価単価(付与日)(円) － － －

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 
（名）

当社取締役４ 当社取締役１ 当社取締役４

当社連結子会社取締役１ 当社連結子会社取締役１ 当社連結子会社取締役６

当社監査役１ 当社従業員５
当社連結子会社従業員１ 当社連結子会社従業員41

ストック・オプション数 
（株）(注)

普通株式 1,825 普通株式 40 普通株式 217

付与日 平成14年６月19日 平成16年９月30日 平成18年４月26日

権利確定条件

付与日（平成14年６月19
日）以降、権利確定日（平
成16年７月１日）まで継続
して勤務していること。

付与日（平成16年９月30
日）以降、権利確定日（平
成18年10月１日）まで継続
して勤務していること。

付与日（平成18年４月26
日）以降、権利確定日（平
成20年５月１日）まで継続
して勤務していること。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

同左 同左

権利行使期間
自 平成16年７月１日
至 平成24年５月31日

自 平成18年10月１日
至 平成26年９月29日

自 平成20年５月１日
至 平成28年３月31日
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成22年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 
②単価情報 

 
  

当連結会計年度(自  平成21年７月１日  至  平成22年６月30日) 

(追加情報) 

当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号  平成20年

11月28日)及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第23

号  平成20年11月28日)を適用しております。 

当社グループは、北海道において、賃貸用の不動産(土地を含む。)を有しております。平成22年６月期

における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は15,151千円(賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業費用

に計上）であります。 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における

時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

 (単位：千円) 

 
(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２  主な変動 

増加は賃貸用不動産の取得97,362千円、減少は減価償却費7,043千円であります。 

３  時価の算定方法 

主要な物件については、社外の不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件については「不動産鑑定評価

基準」に基づいて自社で算定した金額（それぞれ指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。 

  

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

権利確定前      (株)

 前連結会計年度末 － － －

 付与 － － －

 失効 － － －

 権利確定 － － －

 未確定残 － － －

権利確定後      (株)

 前連結会計年度末 520 40 134

 権利確定 － － －

 権利行使 － － －

 失効 － － 24

 未行使残 520 40 110

平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

権利行使価格     (円) 50,000 98,000 192,000

行使時平均株価    (円) － － －

公正な評価単価(付与日)(円) － － －

(賃貸等不動産関係)

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

143,519 90,319 233,838 267,342
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(注) １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

   該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１株当たり純資産額 146,193円44銭 91,941円54銭

１株当たり当期純利益金額又は 
１株当たり当期純損失金額（△）

38,607円75銭 △54,311円19銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

37,953円39銭 なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、ストック・
オプション（新株予約権）を付与して
おりますが、１株当たり当期純損失で
あるため、記載しておりません。

前連結会計年度
(平成21年６月30日)

当連結会計年度 
(平成22年６月30日)

純資産の部の合計額      （千円） 714,885 449,594

純資産の部の合計額から控除する金額 
               （千円）

－ －

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） 714,885 449,594

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数      （株）

4,890 4,890

前連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１株当たり当期純利益金額又は 
１株当たり当期純損失金額（△）
当期純利益又は 
当期純損失（△）    （千円）

188,096 △265,581

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失（△）    （千円）

188,096 △265,581

普通株式の期中平均株式数（株） 4,872 4,890

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額    （千円） － －

普通株式増加額     （株） 84 －

（うち新株予約権） (84) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権 ２種類（新株予約

権142個）。

―――

(重要な後発事象)
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 40,158 111,012

1年内回収予定の長期貸付金 127,701 －

未収入金 ※1  32,020 ※1  14,092

前払費用 － 3,970

営業外受取手形 70,825 －

その他 2,517 0

流動資産合計 273,223 129,075

固定資産   

有形固定資産   

建物 600 600

減価償却累計額 △107 △135

建物（純額） 492 464

工具、器具及び備品 1,594 1,594

減価償却累計額 △1,055 △1,296

工具、器具及び備品（純額） 538 297

リース資産 12,554 12,554

減価償却累計額 △2,423 △4,847

リース資産（純額） 10,130 7,706

有形固定資産合計 11,161 8,468

無形固定資産   

ソフトウエア 437 2,608

商標権 1,148 997

無形固定資産合計 1,585 3,605

投資その他の資産   

投資有価証券 954 2,040

関係会社株式 53,000 53,000

長期貸付金 116,473 226,709

関係会社長期貸付金 27,778 24,472

敷金及び保証金 2,330 2,330

預け金 － 22,500

貸倒引当金 △84,458 △226,709

投資その他の資産合計 116,078 104,342

固定資産合計 128,825 116,416

繰延資産   

株式交付費 742 106

繰延資産合計 742 106

資産合計 402,790 245,598
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成22年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

債務保証損失引当金 － 117,184

リース債務 2,312 2,499

未払金 4,203 28,690

未払費用 114 42

未払法人税等 145 1,087

未払消費税等 772 755

預り金 2,347 2,294

流動負債合計 9,895 152,554

固定負債   

リース債務 8,100 5,601

繰延税金負債 － 196

固定負債合計 8,100 5,797

負債合計 17,996 158,352

純資産の部   

株主資本   

資本金 282,117 282,117

資本剰余金   

資本準備金 178,617 178,617

資本剰余金合計 178,617 178,617

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △75,939 △373,777

利益剰余金合計 △75,939 △373,777

株主資本合計 384,794 86,956

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － 289

評価・換算差額等合計 － 289

純資産合計 384,794 87,246

負債純資産合計 402,790 245,598
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 ※1  206,000 ※1  159,900

売上総利益 206,000 159,900

販売費及び一般管理費   

役員報酬 66,354 58,002

給料 46,061 43,989

法定福利費 10,162 9,208

支払報酬 17,932 27,836

支払手数料 13,273 13,341

その他 41,064 32,093

販売費及び一般管理費合計 194,849 184,470

営業利益又は営業損失（△） 11,150 △24,570

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※1  7,027 ※1  12,685

受取地代家賃 542 478

その他 0 293

営業外収益合計 7,570 13,457

営業外費用   

支払利息 809 529

株式交付費償却 636 636

営業外費用合計 1,445 1,165

経常利益又は経常損失（△） 17,275 △12,279

特別利益   

固定資産売却益 ※2  327 －

投資有価証券売却益 999 －

特別利益合計 1,327 －

特別損失   

投資有価証券評価損 1,519 －

関係会社株式売却損 0 －

債務保証損失 － 25,826

債務保証損失引当金繰入額 － 117,184

貸倒引当金繰入額 84,458 142,251

特別損失合計 85,978 285,262

税引前当期純損失（△） △67,375 △297,541

法人税、住民税及び事業税 301 296

法人税等調整額 2,798 －

法人税等合計 3,100 296

当期純損失（△） △70,475 △297,837
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 276,617 282,117

当期変動額   

新株の発行 5,500 －

当期変動額合計 5,500 －

当期末残高 282,117 282,117

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 178,617 178,617

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 178,617 178,617

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △5,464 △75,939

当期変動額   

当期純損失（△） △70,475 △297,837

当期変動額合計 △70,475 △297,837

当期末残高 △75,939 △373,777

株主資本合計   

前期末残高 449,769 384,794

当期変動額   

新株の発行 5,500 －

当期純損失（△） △70,475 △297,837

当期変動額合計 △64,975 △297,837

当期末残高 384,794 86,956

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △353 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 353 289

当期変動額合計 353 289

当期末残高 － 289

純資産合計   

前期末残高 449,416 384,794

当期変動額   

新株の発行 5,500 －

当期純損失（△） △70,475 △297,837

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 353 289

当期変動額合計 △64,621 △297,547

当期末残高 384,794 87,246
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該当事項はありません。 

  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

項 目
前事業年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

①子会社株式

移動平均法による原価法を採用し

ております。

 

①子会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用し

ております。

時価のないもの

同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

①有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）

法人税法に規定する旧定額法

 

①有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）

同左

 

建物（附属設備を除く）以外

(a) 平成19年３月31日以前に取得し

たもの

法人税法に規定する旧定率法

(b) 平成19年４月１日以降に取得し

たもの

法人税法に規定する定率法

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物         19年

工具、器具及び備品 4～6年

建物（附属設備を除く）以外

(a) 平成19年３月31日以前に取得し

たもの

同左

(b) 平成19年４月１日以降に取得し

たもの

同左

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物         19年

工具、器具及び備品 4～6年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。

②無形固定資産（リース資産を除く）

同左

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。

③リース資産

同左

３ 繰延資産の処理方法 株式交付費は、３年間で均等償却し

ております。

同左
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項 目
前事業年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

①貸倒引当金

同左

――― ②債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるた

め、被保証者の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上しており

ます。

５ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

消費税等の処理方法

同左

(6)【重要な会計方針の変更】

【会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

（リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17

日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準第13号）

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年

３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年６月30日以前のものに

ついては、期首に前事業年度末における未経過リース料

期末残高相当額（利息相当額控除後）を取得価額として

取得したものとしてリース資産に計上する方法によって

おります。 

 これにより、営業利益が208千円、経常利益が1,017千

円がそれぞれ減少し、税引前当期純損失は1,017千円増

加しております。

―――
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【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

――― （貸借対照表）

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「前払費用」は、当事業年度において、資

産の100分の１を超えたため区分掲記しております。 

 なお、前期末の「前払費用」は2,517千円でありま

す。

（損益計算書）

前事業年度において独立掲記しておりました「賃借

料」（当事業年度は262千円）は、金額が僅少となった

ため、当事業年度においては販売費及び一般管理費の

「その他」に含めて表示しております。

 

―――
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前事業年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年６月30日)

当事業年度 
(平成22年６月30日)

 

※１．関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分記載され

たもののほか、次のものがあります。

流動資産

未収入金  14,308千円
  

※１．関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分記載され

たもののほか、次のものがあります。

流動資産

未収入金 14,092千円

 

 ２．偶発債務

債務保証

次の会社について、金融機関からの借入等に対し

債務保証を行っております。
 

保証先 金額（千円） 内容

㈱オストジャパン(注1) 100,904 借入債務

北日本化学㈱ 219,481 手形割引、
借入債務及
びリース料
未払債務

計 320,385

 （注1）㈱オストジャパンは関係会社であります。

 

 ２．偶発債務

債務保証

次の会社について、金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。なお、北日本化学㈱の金

融機関からの借入117,184千円について債務保証を

行っておりますが、これについては全額、債務保証

損失引当金を計上しております。

保証先 金額（千円） 内容

㈱オストジャパン(注1) 150,988 借入債務

 （注1）㈱オストジャパンは関係会社であります。

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

売上高 206,000千円

受取利息 6,969千円

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

売上高 159,600千円

受取利息 537千円

※２ 固定資産売却益327千円は、車両運搬具売却益で

あります。
―――

(株主資本等変動計算書関係)
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前事業年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日）における子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式53,000千円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① リース資産の内容

  有形固定資産

   主として、車両運搬具であります。
 ② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２ 固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① リース資産の内容

  有形固定資産

同左
② リース資産の減価償却の方法

同左

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年内 628千円

１年超 1,047千円

 合計 1,676千円

 
 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年内 628千円

１年超 419千円

合計 1,047千円

(有価証券関係)

－51－

株式会社オストジャパングループ（2757）平成22年６月期決算短信



  

 
  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年６月30日)

当事業年度 
(平成22年６月30日)

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）

  減価償却費 39千円

  評価性引当額 △39千円

    計 －千円

繰延税金資産（固定）

  投資有価証券評価損 613千円

  税務上の繰越欠損金 32,744千円

  貸倒引当金繰入額 34,121千円

  その他 114千円

    小計 67,594千円

  評価性引当額 △67,594千円

    計 －千円

  繰延税金資産の合計 －千円

 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）

 未払事業税 322千円

 減価償却費 15千円

 評価性引当額 △337千円

   計 －千円

繰延税金資産（固定）

 投資有価証券評価損 613千円

 税務上の繰越欠損金 35,233千円

 貸倒引当金繰入額 91,590千円

 債務保証損失引当金繰入額 47,342千円

 債務保証損失 10,433千円

 その他 174千円

   小計 185,389千円

 評価性引当額 △185,389千円

   計 －千円

 繰延税金資産の合計 －千円

繰延税金負債（固定）

 その他有価証券評価差額金 196千円

 繰延税金負債（固定）計 196千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある場合

当事業年度は税引前当期純損失を計上しております

ので、記載を省略しております。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある場合

同左
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(注) １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２．１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

      該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１株当たり純資産額 78,690円04銭 17,841円79銭

１株当たり当期純損失金額（△） △14,465円44銭 △60,907円55銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、ストッ
ク・オプション（新株予約権）を付
与しておりますが、１株当たり当期
純損失であるため、記載しておりま
せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、ストッ
ク・オプション（新株予約権）を付
与しておりますが、１株当たり当期
純損失であるため、記載しておりま
せん。

前事業年度
（平成21年６月30日）

当事業年度 
（平成22年６月30日）

純資産の部の合計額      （千円） 384,794 87,246

純資産の部の合計額から控除する金額 
               （千円）

－ －

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） 384,794 87,246

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数      （株）

4,890 4,890

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１株当たり当期純損失金額（△）

当期純損失（△）    （千円） △70,475 △297,837

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）     
            （千円）

△70,475 △297,837

普通株式の期中平均株式数（株） 4,872 4,890

(重要な後発事象)
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当連結会計年度の調剤薬局店舗における処方箋応需実績（受付枚数）を示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
  

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) 1．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

  

  

  

  

6. その他

① 調剤実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

前年同期比
（％） 

 

調剤薬局事業 383,403枚 △2.9

② 販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

前年同期比
（％） 

 

調剤薬局事業              (千円) 4,773,861 ＋5.1

福祉事業                (千円) 234,638 △2.7

不動産関連事業             (千円) 22,383 ＋52.4

その他                 (千円) 300 ―

合計                  (千円) 5,031,183 △0.2
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